
緩不ロケア対策の現状



がん対策推進基本計画中間報告進捗状況と今後の課題等に係るがん対策推進協議会の意見二覧 (平成23年 2月 23日現在)
※ 指標のベースラインについては、基本計画の対象期間が平成19年度からであることから、原則として①「平成19年 4月 1日現在」又は②「それ以前」の数値とする。ただし、①及び②の数値以外で、ベースラインとして適当な数値がある場合は、当該数値 を用いるもの とす る^以上の方金+に 行 ってベー スうイ ノ`が 1口 1屋不 書な 1、景合 |]「 ∩ 1マ l十 「ギ_ん ナトl:L十 ス
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今後の課題等に係る
がん対策推進協議会の意見

緩和ケア

すべてのがん診療に携
わる医師が研修等によ

り、緩和ケアにういての

基本的な知識を習得す
ること (10年以内)
原則 として全国すべて

の 2次医療圏において、
緩和ケアの知識及び技

能 を習得 しているがん

診療に携わる医師数 を

増加させること (5年以
内)

原貝1と して全国すがて
の 2次医療圏において、
緩和ケアに関する専門
的な知識及:び技能を有

する緩和ケアチームを
設置 している拠点病院

等がん診療を行つてい

る医療機関を複数箇所
整備すること (5年 以
内)

○開催指針に準拠した緩和ケア研修会の修了
者数

二人 (厚生労働省発行修7証書数)
【平成19年 3月 末現在】

○国立がんセンター及び日本緩和医療学会が
開催する「緩和ケア指導者研修会」及び「精
神腫瘍学指導者研修会」の修了者数
0人 (厚生労働省発行修了証書数)
【平成 19年 3月 末現在】

○緩和ケアチームを設置している医療機関数
326病院 (参考値)
【平成19年 5月 】
※ 〔緩和ケアチームを設置している拠点病院
数 (平成¬9年 5月 )・〕+[緩和ケア診療
加算を算定している病院数 (平成 19年
7月 )}一 l加算を算定している拠点病院
数1   ●

○国 (がん室)において発行した修了証書数
にて把握
20,124人 (厚生労働省発行修了証書数)
【平成 22年 ¬2月 末現在】

○がん医療に従事する医療従事者の実悪
把握
〇研修会の進捗内容のモニタリシグや医
師の行動変容等の研修効果の評価
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〇緩和ケアチームの薬剤師や看護師等の
医療従事者の育成

○「緩和ヶア指導者研修会」修了者数
1,034人     _
「精神腫瘍学指導者研修会」修了者数482人
【平成23年 1月 末現在】

○緩和ケアチームを設置している医療機関数
612病院
(平成 20年度医療施設調査 )

なお、医療用麻薬の消費
量については、緩和ケア
の推進に伴って増加す

るものと推測されるが、

それ自体の増加を目標
とすることは適当では

ないことから、緩和ケア
の提供体制の整備状況

を計るための参考指標
として用いることとす
る。

○ (参考値)医療用麻薬の消費量
3835k賃 (日 本のモルヒネ換算消費量)

【平成 19年】

○ (参考値)医療用麻薬の消費量
4152kg(日本のモルヒネ換算消費量)
【平成20年】



在宅医療

がん患者の意向を踏ま

え、住み慣れた家庭や地
域での療養を選択でき

る患者数を増加させる
こと

○ (参考値)がん患者の在宅での死亡割合
5.7%(自 宅)
0.5%(老人ホ∵ム)
0.1%(介護老人保健施設 )
(平成¬フ年人口動態統計)

○ (参考値)がん患者の在宅での死亡割合
7.4%(自宅)
0.0%(老 人ホーム)
0.3%(介護老人保健施設)
(平成20年人口動態統計)

○患者の希望する療養場所の提供体制め
整備

〇病院と在宅を支える医療機関の連携体
制の構築              :
○在宅医療の質の評価指標の検討  |
〇医療と介護の連携評価指標の検討
○在宅における緩和ケアの推進
○がん治療に係る在宅医療の推進
(地域連携クリティカルバスの整備とコ
ニディネー ト機能の整備)
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がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会 修了証書交付枚数等一覧

・(A)及び(B)は 、平成22年 12月 末現在、厚生労働省において実施を確認したもの
・(C)は、平成20年患者調査における都道府県別悪性新生物患者数

都道府県
交付枚数
(A)

開催回数

(B)

1回あたり
の研修会

修了者数

(A/B)

悪性新生物

総患者数

(C)

修了者1人あ
たりの患者数
(C/A)

1 北海道 1,036 52 75,000 72

2 青森県 ※ 21,000

3 岩手県 ※ 401 20 201 18,000 45

4 宮城県 ※ 260 23,000

5 秋田県 ※ 20,000

6 山形県 ※ 14 23.4 19,000

7 福島県 ※ 304 20 25,000

8 茨城県 ※ 383
´
， 35,000

9 栃末 県 ※ 382 239 25,000 65

10 離 匡 県 417 22 22,000

路 T県 485 71,000 146

12 千葉 県 ※ 員
Ｊ 68,000

13 東京都 1772 21.3 158,000

14 神奈川 県 ※ 473 108,000 228

15 新濡県 ※ 255 23 32,000

16 富山県 ※ 13,000

17 石川県 24.8 15,000 50

18 福井県 ※ 300 20.0 10,000 33

19 山梨県 10 211 10.000 47

20 長野 県 450 31.000

21 岐阜県 427
●
乙 25,000 59

22 静岡県 ※ 44,000

23 憂矢口県 48 206 76,000

24 二重県 370 18 206 21,000

25 滋 智 県 ※ 249 16,000 64

26 東者:府 ※ 24 25.0 33,000 55

27 大阪府 15.1 96,000 104

28 兵庫 県 739 21.7 66,000 89

29 奉 自県 244 222 18,000 74

30 和歌山県 ※ 435 22.9 14,000 32

31 鳥取県 100 10 100 9,000 90

32 島相 県 277 12 23.1 10,000

33 岡山県 506 266 22,000 43

34 広島県 ※ 628 32 36,000

35 山口県 17.000

36 徳島県 ※ 91000 46

37 香 J‖ 県 22_6 11,000 41

38 愛媛 県 388 228 19,000 49

39 高知県 ※ 177 22.1 11,000 62

40 福岡県 881 41 215 51,000

41 佐賀県 ※ 10 12.000 70

42 長崎県 ※ 348 205 15!000 43

43 熊本県 21 21,000

44 大分県 364 17 21.4 191000 52

45 宮崎県 ※ う
４ 16.4 15,000 66

46 籠児島県 20 18,000 49

47 沖縄 県 289 263 12,000 42

合 計 20124 1,055 1,515,000

全国平均 75
単位型緩和ケア て い
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がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会

修了証書の交付枚数推移

| 交付枚数 ― =交付枚
数25,000

1馨
1癬     :癬ど

1

|  :
注)上のグラフは、修了証書の交付枚数を月毎の伸び率換算したもの

緩和ケア研修会修了証書交付枚数集計表

一―――――――ニーーーァ
イー

公表日時等 集計時点 交付枚数

健康関係主管課長会議 (平成21年 2月 6日 ) 平成20年 12月 31日 1:071

第9回がん対策推進協議会(平成21年 2月 26日 )
.平
成21年 2月 26日 2,669

第10回がん対策推進協議会(平成21年 6月 24日 ) 平成21年 5月 31日 31730

平成21年度がん関係主管課長会議 (平成21年 7月 3日 平成21年 6月 30日 4,175

第11回がん対策推進協議会(平成21年 12月 2日 ) 平成21年 10月 31日 9,260

全国健康関係主管課長会議 (平成22年 2月 4日 ) 平成22年 1月 5日 10,067

第12回がん対策推進協議会 (平成22年 3月 11日 ) 平成22年 2月 28日 11,174

第13回がん対策推進協議会 (平成22年 5月 28日 ) 平成22年 3月 31日 11,254

第14回がん対策推進協議会 (平成22年 10月 6日 ) 平成22年 9月 1日 17,066

第1回緩和ケア専門委員会 (平成23年 1月 11日 ) 平成22年 12月 28日 20,124
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